
平成28年12月10日(毎月10日発行)
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民党自動車議員連盟と自動車関係団体との政
策懇談会が11月11日と30日の両日、東京・千代

田区の衆議院第一議員会館で開催された。11日の政
策懇談会では、出席した自動車関係15団体がそれぞ
れの業界の要望や現状などを説明。冒頭、代表で挨拶
した当会議所の小枝至会長は、国内販売が非常に厳
しい状況にあることを説明し、「昨年の大綱を踏ま
え、是非、自動車税の引き下げや初年度月割課税の
廃止、期限切れとなるエコカー減税・グリーン化特例
の拡充・延長など、あらゆる政策を総動員して、国内
市場の活性化を図っていただきたい」と要望した。

　その後、自民党税制調査会の議論が最終段階に入
った11月末、財政当局からエコカー減税・グリーン
化特例が実質大幅増税となる提案が示されたことか
ら急きょ開催された30日の政策懇談会では、出席13
団体を代表し、小枝会長が改めて国内需要を喚起す
る観点からエコカー減税・グリーン化特例の延長を
強く要望。これを受け、議連がユーザー負担軽減を
求める「緊急決議」を決定するなど、車体課税を巡
る議論が最終局面を迎えた。平成29年度税制改正大
綱は、12月8日に取りまとめられる見通し＝11月30
日時点＝。　　（関連記事は２～６ページに掲載）
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（主な記事はホームページ＝http://www.aba-j.or.jp＝にも掲載しています）
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財政当局が11月末に実質大幅増税案を提示
車体課税を巡る議論が最終局面迎える

11月11日に開催された政策懇談会。写真円内は出席団体を代表し挨拶をする小枝会長

▪自民党自動車議員連盟との政策懇談会詳報

▪第230回会員研修会開催
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　続いて、日本自動車工業会の西川廣人会長をはじ
めとする各団体の代表者より、順次、業界の状況や
税制改正要望などにつき説明が行われた＝別表「自
動車関係15団体重点要望項目総括表」参照＝。
　その後、本政策懇談会に招聘された経済産業省の
糟谷敏秀製造産業局長より、「車体課税の引き下げ
は家計消費増加に大きなインパクトがある。財政当
局は、『エコカー減税・グリーン化特例は、すでに
９割が適用対象になっており、大幅縮減すべき』と
主張しているが、それでは増税だ。適正な内容で延
長されるべきことに、先生方のお力を賜りたい」と
の要望が述べられた。

　自民党自動車議員連盟と自動車関係15団体との政
策懇談会が、来年度税制改正論議の本格的な局面を
迎える中、11月11日に東京・千代田区の衆議院第一
議員会館で開催され、加盟国会議員約210名（代理
含む）が出席した。
　政策懇談会は、額賀福志郎会長より冒頭の挨拶が
行われ、この中で額賀会長は税制改正論議について
「今月中旬には本格的な議論に入り、国会の状況や、
本日お集まりの先生方との調整を踏まえながら、12
月８日にまとめに入りたいと考えている。本日のご
要望・ご意見を承った上で、自動車産業の将来、当
面の課題について方向性を見出していきたい」と述
べた。
　引き続いて当会議所の小枝至会長が出席団体を代
表して挨拶した。小枝会長は、来年度税制改正につ
いて、一昨年の消費税引き上げから始まる厳しい国
内販売市場の低迷を受けて、「昨年の大綱の内容を
踏まえ、自動車税の引き下げや初年度月割課税の廃
止、期限切れとなるエコカー減税・グリーン化特例
の拡充・延長など、あらゆる政策を総動員して、国
内市場の活性化を図っていただきたい」と訴えた。

自民党自動車議員連盟との政策懇談会

11月30日に急きょ開催された政策懇談会

11月11日
　・15団体が税制改正要望などを説明
11月30日
　・小枝会長が代表し自動車業界の主張を訴える
　・エコカー減税・グリーン化特例の延長を強く要望
　・議連がユーザー負担軽減を求める｢緊急決議｣決定

出席団体の要望に耳を傾ける自動車議連役員
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　各団体からの要望説明の中でコメントを述べた細
田博之幹事長からは、「今回の税制改正はおとなし
い税制改正になるという見方もあるが、こういう時
だからこそ、綿密な議論を重ねて、来るべき大きな
改正に備えておくことが必要だ」との発言があった。
　各団体からの要望説明が一巡し、まとめとして閉
会の挨拶を行った額賀会長は、「自動車販売が厳し
い状況の中で、どのように勢いを取り戻していける
か、これが党税調での議論のポイントになる。286
名にのぼる自動車議連加盟全員で一致結束して対応
をしていきたい」と締めくくり、政策懇談会は閉会
となった。
【団体側出席者】（順不同）15団体、合計33名
▽自工会＝西川廣人会長、川口均常任委員長、永塚
誠一副会長・専務理事、▽自販連＝久恒兼孝会長、

　来年度税制改正論議が最終的な段階に入る中、２
回目となる自民党自動車議員連盟と自動車関係団体
との政策懇談会が11月30日、東京・千代田区の衆議
院第一議員会館で開催された。本政策懇談会は、財
政当局より、エコカー減税・グリーン化特例の適用
対象割合を現在の約９割から５割程度に大幅に絞り
込む具体案が明らかになったことから、急きょ自動
車関係団体（出席団体数は13団体）の緊急的な要望
を受けるために開催されたもので、加盟国会議員約
200名（代理含む）が出席した。
　冒頭挨拶に立った細田幹事長は、「12月８日の大
綱とりまとめまで残された時間は少ないが、本議連
が一致結束して議論に対応し、望ましい適正な結論
にたどりつくことができるよう、加盟議員の各位の
ご協力をお願いしたい」と述べた。
　自動車業界側は、当会議所の小枝会長が自動車業
界の総意として、出席団体を代表して要望を述べた
＝４ページ参照＝。この中で小枝会長は「財政当局
の案が現実のものとなれば1,000億円以上の大増税
と聞いている。エコカーの継続的な普及や、イノベ
ーションの促進とともに、国内需要を喚起する観点
から延長すべき。対象を大幅に絞るだけの見直し
は、現在も厳しい国内市場に致命的なダメージを与
えかねない」と危機感を訴えた。
　続いて、経済産業省の糟谷製造産業局長からも、

古谷俊男法規・税制委員長、平井敏文副会長・専務
理事、▽全ト協＝坂本克己副会長、福本秀爾理事長、
▽全タク連＝伊藤宏副会長、神谷俊広理事長、▽日
バス協＝大室健税制対策委員長、梶原景博理事長、
▽全軽自協＝松村一会長、堀井仁副会長、德永泉専
務理事、▽中販連＝澤田稔会長、木谷忠理事・税制
委員長、武藤孝弘専務理事、▽部工会＝奈須野光祐
常務理事、尾関明人業務部部長、▽輸入組合＝フリ
ーデマン・ブリュール副理事長、小林健二専務理
事、▽日整連＝木場宣行専務理事、板垣芳男理事・
事務局長、▽全レ協＝縄野克彦会長、甲田秀久専務
理事、▽車工会＝古庄忠信副会長、吉田量年専務理
事、▽通運連盟＝飯塚裕理事長、小松﨑義幸総務部
長、▽全自協＝斎木忠夫専務理事、▽会議所＝小枝
至会長、中島哲専務理事

「エコカー減税などの
絞り込みは厳しい国内
市場に追い打ちをかけ
る。消費の押し上げや
日本経済を支えるため
にも車体課税の引き下
げが必要」と出席議員
の理解を求める説明が
あり、この後、出席者
の意見交換に移った。
　出席議員からは、「エ
コカー減税・グリーン
化特例は現行通りの制
度で単純延長すべき」
との意見をはじめ、「自
動車の複数保有や若者
の購入、また自動運転
などの新技術に新たな
インセンティブ税制が
必要」など、自動車業
界の要望に理解を示す
意見が相次いだ。
　自動車業界からの要
望、また出席議員から
の発言を総括する形
で、佐藤事務局長より
「議連全加盟議員288

額賀議連会長

細田議連幹事長

佐藤議連事務局長

会議所887号.indd   3 2016/12/08   18:02:29



─ 4 ─

平成28年12月10日(第887号) 自動車会議所ニュース

名の総意として、最終結論に向けた決意を確認する
べく、緊急決議の文案をお諮りしたい」と提案があ
り、決議文が紹介され、異論なく全会一致で了承さ
れた＝６ページ参照＝。
　閉会にあたって挨拶した額賀会長は、「本日、業
界団体、先生方のご意見、そしてこうして決議文を
いただいた。これらを踏まえて結論に向けた議論に
臨んでいく。議連の先生方も今後、是非、決議文に
沿ったご発言をお願いしたい。次回の消費税引き上

　現在、日本経済の要の自動車産業は、大きな
危機に瀕しております。国内市場は一昨年の消
費増税で大きく落ち込み、昨年は反落から立ち
直るどころかさらに減少し、あろうことにか今
年は１～10月で前年比マイナス3.1％という惨
憺たる状況です。国内市場が極めて深刻な事態
に直面するなか、消費者の買い替え意識を掘り
起こし、販売回復につなげるためには、自動車
にかかる税負担を軽減することが不可欠であり
ます。
　しかし、残念なことに、国内販売の回復やユ
ーザーの負担軽減に逆行する動きも見られま
す。財政当局は、エコカー減税とグリーン化特
例の対象を大幅に絞り込んだ見直し案を示して
おり、これが現実のものとなれば1,000億円以
上の大増税になってしまうと聞いております。
　エコカー減税、グリーン化特例は、エコカー
の継続的な普及や、イノベーションの促進とと

げに向けた自動車税制の見直しの方向性も見極めて
いく必要がある。調整にあたっている経産・財務・
総務の各省にもっと議論を深めてもらいたいし、そ
のために要求官庁である経産省にももっと汗をかい
てもらいたい」と述べ、政策懇談会は終了となった。
【団体側出席者】（順不同）13団体、合計23名
▽自工会＝永塚誠一副会長・専務理事、安田克明税
制部会長、▽自販連＝平井敏文副会長・専務理事、
島﨑有平常務理事、▽全ト協＝福本秀爾理事長、松
崎宏則常務理事、▽全タク連＝神谷俊広理事長、▽
日バス協＝船戸裕司常務理事、▽全軽自協＝松村一
会長、堀井仁副会長、德永泉専務理事、▽部工会＝
大下政司副会長・専務理事、杉山克常務理事、▽輸
入組合＝フリーデマン・ブリュール副理事長、小林
健二専務理事、▽中販連＝木谷忠理事・税制委員
長、武藤孝弘専務理事、▽日整連＝木場宣行専務理
事、板垣芳男理事・事務局長、▽車工会＝吉田量年
専務理事、▽全レ協＝甲田秀久専務理事、▽会議所
＝小枝至会長、中島哲専務理事

もに、国内需要を喚起
する観点から延長すべ
きであります。対象を
大幅に絞るだけの見直
しでは、国内市場に追
い打ちをかける致命的
なダメージを与えるこ
とになりかねません。
　自動車議員連盟の先生方におかれましては、
自動車産業が、アベノミクスへ貢献し続けて行
くためにも、増税となる見直しは避けていただ
きますよう、お願い申し上げますとともに、自
動車税の税率引き下げをはじめとするユーザー
の負担軽減実現にお力添えいただきますよう、
お願い申し上げます。
　最後に、燃費不正問題につきましては、自動
車業界に対して厳しいご意見があることは承知
しております｡業界として真摯に反省し、法令
順守と規律の再徹底を行うとともに、国内市場
の活性化に向け私共もこれまで以上に全力で尽
くして参ることを申し添えさせていただきます。

政策懇談会で自動車業界の現状を説明する経産省の糟谷製
造産業局長
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働き方改革をめぐる動きについて

経済産業省産業人材政策室参事官　伊藤禎則氏が講演

～わが国の人口減少・人手不足への対応～

第230回 会員研修会開催

本自動車会議所は11月25日、東京・港区の日
本自動車会館「くるまプラザ」会議室で「働

き方改革をめぐる動きについて」と題して、第230
回会員研修会を開催し、経済産業省産業人材政策室
参事官の伊藤禎則氏が講演した。参加者は60名。

【講演要旨】
１．「日本型雇用システム」再考
　政府の働き方改革への取り組みについて説明する
前に、日本型雇用システムの歴史を振り返りたい。
明治初頭期のジョブ型契約に基づく職工の使用を経
て、日露戦争の時代から一部の大企業が自社子飼い
の職工養成のため定期採用・昇給などを導入した原
始的な「日本型雇用システム」が見られるようにな
った。第二次世界大戦の統制経済、戦後の労働力不
足の中で、日本型雇用システムの広がりが見られた。
興味深いのは、1960年代後半の高度成長期に、賃金
適正化を目的に、欧米型近代的労働市場の確立を目
指して、政府と経済界が「同一労働同一賃金」原則
に基づく職務給導入を提唱していたことである（日
経連「職務給の研究」）。
　しかし、その後のオイルショック以降の安定成長
期での雇用安定策として、長期的メンバーシップ雇
用契約ともいわれる、日本型雇用システムが発展・
定着することになる。
　日本型雇用システムは、終身雇用・年功序列を基

本に、人材育成はOJTをベースとした企業特殊的技
能を重視、また無限定の職務範囲と残業時間規制の
形骸化により長時間労働が一般化している、などの
特徴がある。
２．日本型雇用システムをめぐる課題
　現在、このシステムが、人口減少と急激な産業構
造の変化を背景に、人手不足、正規／非正規の固定
化、労働者のスキル向上の遅れなどの課題に直面し
ている。（資料「『日本型雇用システム』をめぐる課
題」参照）
　人口減少・労働力確保については、一番重要な政
策対応は、長時間労働の是正と生産性向上と考えて
いる。労働基準法のいわゆる「36協定」について、
残業時間規制の特例のあり方を再検討することが必
要、といった論点が出てくるだろう。この他、現場
の実態も踏まえた同一労働同一賃金の実現、高齢者
就業の促進、企業競争力強化につながるダイバシテ
ィ経営の推進が政策の柱となる。
　急激な産業構造の変化に対応する人材育成や労働
市場の改革については、第４次産業革命の中心とな
るIoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット
の展開に対して、日本はどう対応するのか、今分か
れ目のところにあるといえる。現状の産業・雇用の
縦割りを温存する現状放置シナリオで行くのか、社
会全体で人材最適配置と労働移動円滑化を目指す変

日
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革シナリオで行くのか。AIやロボットは、雇用のボ
リュームゾーンであるミドルスキルのホワイトカラ
ーの労働の多くを代替していくことは間違いなく、
そのためにも、必要な専門知識、基本リテラシー、
基幹能力やマインドについて再定義し、新たな能力
を身に着けていかなければならない。
３．「働き方改革実現会議」について
　これらの課題に対して、政府としての具体的対応
を議論・決定していくため、本年９月に安倍総理を
トップとする「働き方改革実現会議」が設置された。
　同会議は、現在、「同一労働同一賃金など非正規
雇用の処遇改善」、「時間外労働の上限規制のあり方
など長時間労働の是正」といった規制強化的なテー
マだけではなく、生産性向上や産業競争力強化の視
点から、「人材投資・人材育成の抜本的強化による
働き手の能力最大化」、「雇用吸収力や生産性の高い
産業への転換・再就職支援」、「テレワーク、兼業・
副業などの柔軟な働き方」も加えて検討を進めてい
る。変革のスピードは増しており、ITスキルをは
じめとした職業訓練も、大学のカリキュラムも大幅
に見直さなければならない。経済産業省では、厚生

労働省と文部科学省とともに「第四次産業革命　人
材育成推進会議」も立ち上げ、専門的な検討を始め
たところである。
４．個人・企業内・社会全体のトータルで対応を
　この2016年を起点として、個人・企業内・社会全
体の３つのレベルで働き方改革を進めていく必要が
ある。世界的な「中間層」の賃金・労働生産性の停
滞は英国のEU離脱や米国大統領選の結果の背景に
なったとの分析もある。しかし、一方では労働市場
改革に取り組み、独シュレーダー政権など成功した
国もある。
　特に、実際に働く場所である「企業」が変わらな
ければ改革は実現できない。経営トップが、わが国
の「働き方改革」をチャンスととらえ、「人手不足」、
「生産性の向上」、「競争力の強化」とも両立しうる
システムを見出した時に、「日本型雇用システム」
が進化を遂げることができる。
　2017年の年明けから「働き方改革会議」が本格化
する。労働市場改革において、自動車業界は大きな
メリットを受ける業界と考えおり、引き続き様々な
意見交換を行っていきたい。
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京都など首都圏の九都県市はこのほど、政府
に対して水素ステーションの整備や燃料電池

バスの普及促進支援などについて、要望書を提出し
た。要望は九都県市首脳会議での合意に基づき、林
文子・横浜市長、上田清司・埼玉県知事、森田健作・
千葉県知事、小池百合子・東京都知事、黒岩祐治・
神奈川県知事、福田紀彦・川崎市長、熊谷俊人・千
葉市長、清水勇人・さいたま市長の連名で、世耕弘
成・経済産業大臣、石井啓一・国土交通大臣及び山
本公一・環境大臣に対して行った。
◇政府に対する要望（11月10日付）の内容は次の
通り。

　深刻化する地球温暖化への対応が求められる中、
利用段階で二酸化炭素を排出しない水素エネルギー
が次世代エネルギーとして注目されている。
　 水素は、多種多様なエネルギー源からの製造が
可能であり、エネルギーの安定確保や環境負荷低減
等に大きく貢献するクリーンエネルギーとして期待
されている。
　また、水素関連製品は、日本の高い技術力が集約
されており、関連する産業分野の裾野も広いことか
ら、水素エネルギーの普及による経済効果は大きい。
さらに、燃料電池自動車や燃料電池バスなどは、災
害時の非常用電源として防災面での活用も可能であ
る。
　こうした中、2020年の東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会を契機に、国内において水素エネ
ルギーの普及拡大を図ることは、世界に対する環境
先進技術のアピールともなる。
　しかし、水素エネルギーの普及に当たっては、コ
スト低減、インフラ整備、規制緩和、更なる技術開
発など多くの課題があり、九都県市首脳会議の構成
自治体では、こうした課題を踏まえ、水素エネルギ
ーの普及に向け、様々な取組を展開しているところ
である。

京都自動車会議所は11月10日、東京・上野不
忍池の弁天堂で、東京自動車三十年（みそじ）

会記念碑法要を執り行った＝写真＝。記念碑刻名者
の遺族をはじめ、関係企業・団体の代表者、地元の
東京都自動車整備振興会台東支部の幹部、マスコミ
関係者ら約30人が参拝し、日本の自動車関連産業の
黎明期に活躍した先達の遺徳を偲んだ。
　三十年会は、東京都内の自動車関連業界有志で関

　国におかれても、平成28年３月に改訂した「水素・
燃料電池戦略ロードマップ」に沿って、水素エネル
ギーの普及に向けた着実な取組を進めることが必要
である。そこで、特に次の事項について国に対して
要望する。
１．水素ステーション設置に係る補助制度の継続
　燃料電池自動車の普及には、車両の普及に先行し
た水素ステーションの整備が不可欠であることか
ら、「水素・燃料電池戦略ロードマップ改訂版」に
沿い、水素ステーションの整備を着実に推進し、水
素社会の実現を加速させるための財政支援を継続的
に行うこと。
２．燃料電池バスの普及促進支援について
　東京オリンピック・パラリンピック競技大会の分
散開催による移動手段として、環境面で期待される
燃料電池バスが、今年度中に市場投入されることか
ら、将来的な燃料電池バスの普及目標台数を早急に
示すとともに、大幅なコストダウンが進むまでの期
間、購入者に対する国による補助制度を継続し、予
算規模も拡充すること。
　また、大量に水素需要が見込まれる燃料電池バス
に対応するインフラ整備への支援策を講じること。

〔東京都自動車会議所〕

東京自動車三十年会記念碑法要営む

遺族ら30人が自動車関連業界の先達偲ぶ

東京・上野不忍池の弁天堂で

東

東
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係先の視察などを行う勉強会として1953年（昭和28
年）に発足したもので、当時で業界歴30年以上のベ
テランを対象としたことからこの名がついた。同会
の先人を顕彰するとともに、広く自動車関連産業に
携わったすべての先達を慰霊するため、1975年（昭
和50年）に弁天堂境内に記念碑を建立。一時、法要
が途切れた年もあったが、1998年（平成10年）から
は東京都自動車会議所が記念碑法要実行委員会事務
局となり、毎年、法要を執り行っている。
　この日の法要では、弁天堂輪番の長澤徳栄・東叡
山津梁院住職が読経し、続いて参列者全員で回し焼
香した。その後、長澤住職が「弁天様は学問の神様
で、川の流れのように弁舌さわやかな才能が発揮さ
れ、そこに金運がつくということで、弁才天や弁財
天という。本日は先達方の慰霊とともに皆さま方の
ご健勝とご多幸も併せて祈念した」などと説話した。
　続いて、実行委員会委員長の保坂三蔵・東京都自
動車会議所会長が挨拶に立ち、「日本の自動車産業
の揺籃期に、業界の発展に人生を捧げた先輩の方々
のさきがけとしての強い生きざまと情熱を、私たち
は未来につないでいかなくてはいけない。これから
も業界に関わる皆さま方が発展し、日本の社会を支
える力となっていただきたい」と語った。
　続けて、三十年会世話人代表の中谷良平・安全自
動車会長も挨拶に立ち、「高齢者の仲間入りをして
感じたことは、年をとるほど自動車が必要になると

奈川県自動車会議所は11月９日、10日の両
日、横浜駅東口の新都市プラザ（横浜市西区）

で「自動車なんでも相談所」を開設し、自動車全般
について無料で応じる「自動車なんでも相談」を実
施した。

　この「自動車なんでも相談」は、関東運輸局神奈
川運輸支局、神奈川県、横浜市消費者協会の後援を
受け、昭和56年から継続して実施している。今回で
39回目となり、関東運輸局神奈川運輸支局、神奈川
県安全防災局安全防災部くらし安全交通課、神奈川
県自動車税管理事務所をはじめ関係団体から派遣さ
れた相談員（延べ30名）と弁護士（１日目の午後の
み）が対応に当たった。
　今年の相談件数は、昨年と比べて２件少ない58件
（うち電話相談は５件）。内訳は、登録手続き関係
が17件、道交法関係が８件、自動車税関係が７件、
車検・整備関係が８件、車の売買関係が４件、事故・
保険関係が５件、弁護士が２件、その他が７件とな
り、道交法関係における運転免許の返納や更新時の
高齢者講習など、運転免許所持者の高齢化に係る相
談が目立った。　　　　〔神奈川県自動車会議所〕

いうことだ。日本社会の高齢化が進み、自動車メー
カーは高齢者のために安全なクルマをつくろうと腐
心されているが、日本の自動車産業が発展し、日本
経済のさらなる礎に育ってもらうことは、自動車関
連に携わっている人間としても栄えていく道とな
る」と話した。
　閉会後、境内にある記念碑の前でも有志が焼香し
た。この記念碑は、東京に残されている数少ない自
動車関連産業遺産の一つとして知られている。

〔東京都自動車会議所〕

京都交通局が今年度に導入を予定している燃
料電池バスに対し、国土交通省の「地域交通

グリーン化事業」の補助を受けられることがこのほ
ど決まった。同交通局は今年度中に２両を導入する
計画で、それぞれの車両本体価格の２分の１を国か
ら補助してもらえる。燃料電池バスが同補助事業の
対象となるのは全国で初めて。
　地域交通グリーン化事業は、バス、タクシー、ト

神

東

運転免許返納など高齢化に
関する相談目立つ

神奈川県自動車会議所

「自動車なんでも相談」開催
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山県自動車会議所は10月29日、11月12日の両
日、富山市の富山県運転教育センターで「エ

コライフ車（くるま）塾」2016を開催した。同塾は
11月の「エコドライブ推進月間」に持続可能な社会
を目指すために取り組む、今年で8年目となる事業
であり、地球温暖化の最大原因がCO2（二酸化炭素）
である現状の中で「エコドライブ」には明日への地
球のために大きな可能性があるととらえ、「エコド
ライブ」の具体的な実施方法やその効果・影響を自
動車ユーザーが理解・修得することを目的としてい
る。近年ガソリン代高騰が続いているが、エコドラ
イブは誰もがすぐに取り組める、家計（エコノミー）
にも環境（エコロジー）にも大きな効果の出る運転
技術である。リーフレットやステッカーでエコドラ
イブの必要性・重要性を理解するのみでなく、エコ
ドライブの運転技術を当塾でしっかりと修得し、
日々の生活での定着へとつながる「エコドライブの
実体感」をキャッチコピーに開塾した。
　日本自動車連盟（JAF）富山支部の協力（座学講
師・インストラクター）のもと、富山県・富山県警
察本部・北陸信越運輸局富山運輸支局が後援した。
当会議所のホームページをはじめ、「エコドライブ
とやま推進協議会」の会長を当会議所の桑名博勝会
長が務めることもあり、富山県ととやま環境財団の
ホームページにも参加塾生を募集し、さらに県内各
市町村の広報にもプレスリリースを行った。
　参加者は、自動車ディーラー・一般企業社員や経

済同友会会員・関係団体職員などの35名。また、昨
年参加した「地域・職場のリーダー」の２名がイン
ストラクターとして加わる継続的なカリキュラムを
採用した。カリキュラムの実施内容は以下のとおり。
１．座学及び実地
◇一般塾生28名＝①地球温暖化防止に対する「座

学」、②エコドライブ技術の走法、得られる効果
等の「座学」、③通常走行・エコドライブ走行の
実地、計測、④走行後の燃費データの比較、検証
（分析結果とその指導等をグループごとに地域・
職場のリーダー・受講生よりアドバイス）

◇地域・職場のリーダー５名＝①「通常運転走行」
の見学・学習、②燃費計測機の使い方講習会・一
般塾生への指導方法、指導チェックポイントの再
認、③一般塾生練習走行（１周目）、地域・職場
のリーダー・受講生による見本走行・レクチャ
ー、④走行後の燃費データの比較、検証（分析結
果とその指導等・グループごとにディスカッショ
ンタイム）、地域・職場のリーダー・受講生によ
るアドバイスサポート

２．修了証の交付
◇「全課程およびエコドライブ指導員修学課程」修

了証……５名
◇「全課程」修了証交付……28名
３．結果
　当日は、当会議所の竹橋和夫専務理事のあいさつ
を皮切りに、はじめに地球温暖化防止に対する「座
学」を行い、その後、同センター1.5㎞の運転免許
試験コースで燃費計測装置を取り付けた車５台で通
常走行とエコドライブ走行を行い、各燃費を計測
し、データの比較と分析・検証をグループごとでの
ディスカッション方式で行った。最後に竹橋専務理
事より、成績優良者に修了証授与が行われた。
　参加塾生全員の燃費改善が見られ、「地域・職場
のリーダー」がインストラクターとして加わる当会
議所オリジナルの継続的なカリキュラムの成果が出
たと感じられる、大変に有意義な塾となった。

ラックの自動車運送事業者等に対して、電気自動車
や燃料電池車、超小型モビリティの導入を重点的に
支援するための事業。東京都交通局は今回の補助決
定を受け、平成29年３月頃から燃料電池バスの運行
を始める予定だ。

〔東京都自動車会議所〕

富

【結果】

・１ℓあたりの平均延び㎞数（改善㎞）　
…3.5km/ℓ（28名）

・平均燃費改善率…27.34％　（28名）
・改善率最高値…64.5％

地球温暖化とエコドライブの
適正技術を学ぶ

富山県自動車会議所

「エコライフ車塾」2016を開催

　　　　　　　　

1
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一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会
一般社団法人 日本自動車車体工業会
一般社団法人 日本自動車タイヤ協会
一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
い す ゞ 自 動 車 販 売 店 協 会
ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
日 産 自 動 車 販 売 協 会
Ｕ  Ｄ  ト ラ ッ ク ス 販 売 協 会
日 野 自 動 車 販 売 店 協 会
三 菱 自 動 車 販 売 協 会
三菱ふそうトラック・バス販売協会
全 国 ス バ ル 自 動 車 販 売 協 会
ダイハツ自動車販売協会
全 国 マ ツ ダ 販 売 店 協 会
ス ズ キ 自 動 車 販 売 店 協 会
ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
日 本 自 動 車 輸 入 組 合
一般社団法人 日本中古自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会
一般社団法人 日本自動車機械工具協会
公益社団法人 全日本トラック協会

公益社団法人 全 国 通 運 連 盟
公益社団法人 日 本 バ ス 協 会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
一般社団法人 全国自家用自動車協会
一般社団法人 日本損害保険協会
石 油 連 盟
一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会

一般社団法人 日 本 陸 送 協 会
一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
特 定 非 営 利 活 動 法 人 ITS Japan
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
日 中 投 資 促 進 機 構
一般社団法人 青森県自動車団体連合会
一般社団法人 岩手県自動車会議所

一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会
山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員81、推薦会員３）

日本自動車会議所会員（平成28年12月１日現在）＝順不同＝

は、この繁忙期の業績に懸かっていると言っても
過言ではない。
　その一方で、この時期に増加するのが車輪脱落
事故である。
　車輪脱落事故の件数は、平成23年から26年にか
けて3年連続で増加している（国交省発表）。特に
平成26年度の発生件数は45件で、前年度の19件に
比べて約2.4倍に増えている。そのうちの30件が
11月から翌年３月にかけて発生しているのだ。
　昨年度の発生件数は現時点ではまだ公表されて
いないが、国交省の担当者に問い合わせたとこ
ろ、「事故が倍増した平成26年度よりは減少した
ものの、まだまだ回復と言える水準にはない」と
のことだった。
　車輪脱落事故の主な発生原因は、ホイール・ナ
ットの締付力不足や走行後の増し締めの未実施、
あるいは点検不足などと一般的には言われている
が、これは業界内でも様々な意見が入り乱れてお
り、正確なことはわかっていないのが現状だ。
　タイヤメーカー各社では、作業マニュアルを徹

　タイヤ業界にとっての12
月は、スタッドレス商戦が
最盛期を迎える時期であ
り、関連各社の１年の命運

底させるために、タイヤ交換の技術を競う「技能
コンテスト」を開催するなどして、この問題に取
り組んでいるが、業界レベルでの抜本的な解決に
は至っていないのが正直なところだ。
　自動運転や次世代エネルギーなど、かつては夢
物語だったテクノロジーが現実のものになりつつ
ある現代社会において、未だに走行中の車からタ
イヤが車輪ごと脱落してしまうようなことは、考
えてみれば何だか信じられない心持ちになる。
　実際には、今年９月には岐阜県恵那市の中央自
動車道で、大型トラックのタイヤが脱落し、後続
のトラックに直撃、ドライバーが意識不明の重体
となる事故が発生してしまった。岐阜県警では、
左側後輪タイヤ２本を留めていた６本のボルトの
一部が折れていたことから、走行中のボルト破損
が原因と見ている。トラックは製造から10年以内
で、車輪部分はリコールの対象になっていなかっ
た。
　安物買いの銭失いならまだ許せても、命は誰も
失いたくない。ましてやタイヤは車に乗る人全員
の命を支えている重要部品。安全・安心に手落ち
があってはならない。
　タイヤ業界、ひいては自動車業界全体で問題解
決に向けた動きを期待したい。

㈱RK通信社　代表取締役社長　木本 浩央

減らない車輪脱落事故
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